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職員の過労自死を反省して
特命事項にかかわる「働かせ方」の検証と抜本的な見直しを求める！
知事は自ら発する言葉が現場で何を引き起こすかを知るべき　副知事以下幹部職員は身を挺して職員を守るのが責務です
　2016年11月に亡くなられた職員のご遺族が、自殺は長時間労働やパワハラで発症したうつ病が原因だとして、県に対して損害賠償訴訟を起こされました。
　本件は、本年4月に地方公務員災害補償基金県支部がうつ病発症と自殺の因果関係を認め、公務災害を認定しています。
公務災害とは、民間企業でいう労働災害です。公務災害が認定されたということは、災害の原因が公務に起因していたことが認められたということです。つまり、その原因責任は当局にあるということです。

知事特命事項と過重労働
ご遺族の記者会見によれば、被災者は知事室において知事の特命事項に従事し、大きな精神的重圧の中でパワハラを受けていたとのことです。
特命事項は非定型的で前例のない業務が多く、短期間で成果を上げることは難しく、どうすればいいかわからず手探り状態だったとのことです。これはパワハラ行為を行ったとされる上司も同様の状態に置かれていたものと思われます。パワハラが事実であれば、パワハラを行った者を擁護する気は全くありませんが、個人の資質とともに、パワハラを惹起したメカニズムはそうしたことにあるのではないでしょうか。

今も過重労働のメカニズムは変わらない
　知事の特命事項を遂行するために、担当職員が過重な労働を強いられる状況は現在も改善されていません。
　今回「働き方改革調整部会」で報告された過労死水準である月80時間超の時間外勤務にも知事特命事項と思われる業務も含まれています。
　知事特命事項を担当するある職員は、上司から事実上持ち帰り残業を強いられたという話もあります。
「知事の思い付きのような発案を副知事以下幹部職員が、何の防波堤にも、フィルターにもならず、ただ現場に垂れ流している。しかも『スピード感をもって実行せよ』と。」というのが現場の率直な声です。

知事が発案し、それを実行していくのは、職員として当然の責務です。但し、実行に移せる十分な体制が整えられ、必要な時間が与えられた上での話です。
現状は、時間外勤務の総量は減りました。しかし過重労働を生み出すメカニズムは改善されていません。「労働環境は改善されていない」「県に反省は見られない」とご遺族が言われるとおりだと思います。
知事、副知事以下の幹部は「自分事」と認識を
　いくら素晴らしいアイデアだとしても、知事はそれが無理なく実行できる状況かを考えて指示すべきです。
　副知事以下の幹部職員は、現在の体制で知事の指示を実行させればどのような状況になるか、当然認識できるはずです。無理のない体制が整備できなければ、知事に再考を求めることも幹部職員の責務です。

現在のような「働かせ方」を抜本的に見直すよう、また、「他人事」ではなく、自らが原因の一端であることを深く自覚いただきますようお願いいたします。
県人事委員会の責任も重大
　電通の新人社員過労自死事件では、労災認定直後に、厚生労働省各労働局は電通の各事業所に臨検に入り、電通本社・支社が、それぞれ管轄の労働基準監督署から是正勧告（行政指導）を受け、最終的に東京労働局は法人としての電通と自殺した社員の当時の上司を労働基準法違反の疑いで東京地方検察庁に書類送検し、当時の社長が引責辞任しました。
　いうまでもなく、県人事委員会は、私たちの労働基準監督署機能を有しています。
　県人事委員会は、過労自死の公務災害認定以降、当該職場をはじめ、過重労働がうかがえる職場に立ち入り調査等を行ったのでしょうか？

公務災害の責任の所在を明らかにし、職員の命を守るために、誠実に職務を遂行されるよう強く求めます。

〇局別超過勤務時間：単位／人
	局名
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月

	
	45h超
	80h超
	45h超
	80h超
	45h超
	80h超
	45h超
	80h超
	45h超
	80h超
	45h超
	80h超

	政策
	27
	8
	22
	0
	31
	0
	37
	3
	14
	0
	19
	0

	総務
	12
	0
	17
	0
	10
	0
	5
	0
	3
	0
	3
	0

	安全防災
	0
	0
	1
	0
	0
	0
	0
	0
	2
	0
	2
	0

	国際文観
	5
	0
	7
	0
	13
	0
	24
	4
	26
	1
	32
	2

	スポーツ
	10
	0
	17
	1
	20
	1
	16
	0
	8
	0
	12
	0

	環境農政
	6
	0
	3
	0
	7
	1
	7
	0
	3
	0
	10
	0

	福祉子ども
	26
	0
	26
	0
	50
	2
	44
	0
	23
	0
	25
	0

	健康医療
	12
	1
	18
	1
	22
	0
	14
	2
	13
	0
	18
	0

	産業労働
	0
	0
	1
	0
	7
	0
	0
	0
	2
	0
	5
	0

	県土整備
	20
	0
	19
	0
	39
	1
	63
	4
	35
	0
	49
	0

	会計
	0
	0
	0
	0
	2
	0
	2
	0
	1
	0
	1
	0

	企業
	5
	0
	3
	0
	4
	0
	8
	0
	8
	0
	14
	0

	議会
	0
	0
	3
	0
	2
	0
	0
	0
	0
	0
	3
	0

	教育
	35
	2
	19
	0
	27
	0
	24
	0
	13
	0
	16
	0

	人事委
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2
	0
	0
	0
	3
	0

	監査
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	労働委
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	158
	11
	156
	2
	234
	5
	246
	13
	151
	1
	212
	2


〇月別超過勤務時間比較※（　）内は内数で100時間超。：単位／人
	区分
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	計

	
	45h超
	80h超
	45h超
	80h超
	45h超
	80h超
	45h超
	80h超
	45h超
	80h超
	45h超
	80h超
	45h超
	80h
超

	2019年度
	109
	11
	132
	2
	198
	5
	201
	13(2)
	129
	1
	180
	2
	949
	34(2)

	2018年度
	185
	3
	222
	2
	201
	2
	155
	2
	113
	6(2)
	149
	7(3)
	1,013
	22(5)

	前年度比
	-76
	+8
	-90
	0
	-3
	+3
	+46
	+11
	+16
	-5
	+31
	-5
	-64
	+12(-3)


〇局別年休取得日数（1月～9月）
	局名
	日数
	局名
	日数
	局名
	日数
	局名
	日数
	局名
	日数

	政策
	8.5
	スポーツ
	6.9
	産業労働
	8.6
	議会
	9.5
	労働委
	8.4

	総務
	9.3
	環境農政
	8.7
	県土整備
	9.1
	教育
	8.6
	全局平均(2019)
	8.5

	安全防災
	8.2
	子ども
	6.4
	会計
	8.7
	人事委
	5.8
	全局平均(2018)
	9.0

	文化観光
	7.9
	健康医療
	8.1
	企業
	9.9
	監査
	8.0
	前年度同期比
	-0.5












































〇働き方改革推進本部第3回調整部会報告案件


事案①　Ａ局�
6月�
7月�
8月�
9月�
10月�
超過項目�
�
Ａ


（ＧＬ）�
76.8�
114.8�
64.0�
64.3�
65.8�
100時間以上（7月）


平均80時間超


（6～7,7～8,6～8,7～9）�
�
Ｂ


（同グループ）�
74.0�
120.8�
68.8�
57.8�
42.3�
100時間以上（7月）


平均80時間超


（6～7,7～8,6～8,7～9,6～9）�
�
Ｃ


（同グループ）�
72.3�
91.0�
87.3�
88.3�
53.0�
平均80時間超


（6～7,7～8,6～8,8～9,7～9,6～9）�
�
事案②　Ｂ局


職員�
5月�
6月�
7月�
8月�
9月�
10月�
超過項目�
�
Ｄ


（ＧＬ）�
82.5�
89.3�
73.0�
32.5�
61.0�
44.5�
平均80時間超


（5～6,6～7,5～7）�
�
〇上限超過発生事案（10月発生）


事案Ａ局�
8月�
9月�
10月�
超過項目�
�
Ｅ�
33.3�
85.4�
96.7�
平均80時間超（9～10）�
�
◇業務量増加の要因


・所属全体として、10月から11月上旬にかけて大規模なイベントが続き、特に当該職員は、新規大規模イベントの担当として、限られた時間の中、準備に万全を期す必要があった。


・こうした中、体調を崩す職員も現れ、グループ全員でフォローするため、当該職員は自らの業務に加えて、体調を崩した職員の業務も担当する必要が生じた。


・所属としても、他グループから応援を出して対応したが、新規事業であるため、予期せぬトラブルが続出し、当該職員を中心に対応せざるを得ない状況が続いた。�
�



事案Ｃ局�
8月�
9月�
10月�
超過項目�
�
Ｆ（ＧＬ）�
45.0�
80.0�
98.3�
平均80時間超（9～10）�
�
◇業務量増加の要因


・9月から10月にかけて、今年度中に策定を要する計画の改定案を作成するとともに、議会対応等が集中した。


・所属としても、上席者が一部の業務を担うなどしたが、グループ員の1名が11月で辞意を示す中、突発的な国の依頼事項の調整や、外部有識者が出席する会議開催に向けた対応など、当該職員がグループリーダーとして中心となって対応せざるを得ない状況が続いた。�
�


















働き方改革推進本部第4回調整部会資料から抜粋








自らを守るために、組合に加入しよう！








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































